様式第１号（第６条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金
交付申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

事業実施主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和８年度において標記事業を下記のとおり実施したいので、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第６条第1項の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　円

２　収支予算書　　　　　別紙（１）のとおり

３　事業計画書　　　　　別紙（２）のとおり
４　その他参考となる資料
　　　見積書の写し、購入物品のカタログ　等
※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


別紙（１）（様式第１号関係）

収　支　予　算　書

１　収入の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	県補助金

事業者負担額


	
	


	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	需用費
役務費
○○○

	
	

	計
	
	


（注）区分欄は、補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。

　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。
別紙（２）（様式第１号関係）
事　業　計　画　書

	事業所名
	
	事業所番号
	

	住　　所
	
	事業種別
	

	課題
	（課題や現状）


	取組
内容
	（１）　地域の特性を踏まえた多様な人材の受入及び活用
①　受入及び活用を予定する人材の種類

□　介護助手
□　柔軟な勤務形態（季節又は時間を限定）により従事する職員
□　外国人介護人材

　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　②　人材受入に向けた取組
　　□　専門性の高い業務と周辺業務との切り分け
　　□　求人活動の見直し（ホームページの改修等を含む）
　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	（２）－１　多様な人材の定着を目的として検討する育成手法
　　□　OJTによる人材育成を行うためのマニュアル作成等
　　□　事業所内での効率的なOFF-JTの実施
　　□　キャリアや専門性、働き方に応じた研修受講に向けた計画の策定等
　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	（２）－２　取組内容
　①　実施する取組（複数ある場合）

　　□　多様な働き方・柔軟な勤務形態の導入に必要な職場環境の整備
　　□　多様な働き方・柔軟な勤務形態に応じたキャリアパスの明確化
　　□　介護職員のキャリア、専門性に応じたサービス提供体制のもとでの
　　　　多様な人材によるチームケアの実践
　　□　リーダー的介護従事者の育成
　　□　本人の希望に応じて介護従事者を常勤化するための支援
　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　②具体的な取組内容（計画）



※複数事業所で取り組む場合は、全ての事業所名を記載すること。（取組内容が事業所ごとで異なる場合は、それぞれ作成すること。）
※必要に応じ欄は調整すること。

様式第２号（第８条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業
変更承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住所
補助事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり変更したいので、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第８条第1項の規定により、その承認を申請します。
記
１　変更する理由

２　補助金交付変更額

　　　既交付決定額　　金　　　　　　　　円也

　　　変更承認申請額　　金　　　　　　　　円也

　　　差引増減額　　金　　　　　　　　円也
３　収支予算書（変更）
４　事業計画書（変更）
５　その他参考となる資料
（注）３及び４は様式第１号に準ずるものとし、３は上段に変更前を（　　）で記載し、下段に変更後の額を記載すること。
※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


様式第３号（第９条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業
中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

補助事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を中止（廃止）したいので、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の内容

２　事業の中止（廃止）の理由

※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


様式第４号（第10条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業実績報告書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

補助事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業の実績について、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第10条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業精算額　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　収支決算書　　　　　　別紙（１）のとおり
３　事業実績報告書　　　　別紙（２）のとおり

４　その他参考となる資料
導入した物品の写真、納品書、領収書（又は請求書）の写し　等
※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


別紙（１）（様式第４号関係）

収　支　決　算　書

１　収入の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	県補助金

事業者負担額


	
	

	計
	
	


（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。

２　支出の部

	区分
	予算額（円）
	備考

	需用費
役務費
○○○

	
	

	計
	
	


（注）区分欄は、補助対象とする支出予定の科目ごとに記載すること。

　　　備考欄には、必要に応じて経費の内訳を記載すること。
別紙（２）（様式第４号関係）
事業実績報告書

	事業所名
	
	事業所番号
	

	住　　所
	
	事業種別
	

	取組
内容
（実績）
	（１）　地域の特性を踏まえた多様な人材の受入及び活用


	
	（２）－１　多様な人材の定着を目的とした育成手法の検討

	
	（２）－２　多様な人材の定着を目的とした交付要綱第２条第１項第２号に規定するいずれかの取組

	
	（３）上記の取組に係る効果及び今後の改善点等


※複数事業所で取り組む場合は、全ての事業所名を記載すること。（取組内容が事業所ごとで異なる場合は、それぞれ作成すること。）

※必要に応じ欄は調整すること。

様式第５号（第10条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金に係る

仕入れに係る消費税相当額報告書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

補助事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第10条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記

１　補助金交付要綱第11条の補助金の額の確定額

（令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
（注）別紙集計表、その他参考となる資料を添付すること。
※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


別紙（第５条、第10条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額集計表
（単位：円）

	事業実施主
体名
	仕入れに係る消費税と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額との合計 （A）
	補助率
　　（B）
	仕入れに係る消費税等相当額　
　　　　　　（A×B）
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　第６条第２項及び第10条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を記載すること。

　　　２　「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合計額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。

　　　３　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。

様式第６号（第12条関係）

令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金
精算払請求書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　中村時広　様

住　　　　所

補助事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和８年度愛媛県介護現場における多様な働き方等導入支援事業費補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　　　　　円也
※この様式作成の担当者及び責任者を下記に記載の上、この様式作成担当者の上席者並びに県事務担当者及びその上席者を宛先としてメールにより提出する場合は、押印不要。

	責任者（職氏名・連絡先）
	

	担当者（職氏名・連絡先）
	


